【参考例３】
農地法第３０条第３項に基づく
農業委員会の指導に関する手続き規程試案
  　この農業委員会は、農地法第３０条第３項に基づく遊休農地の農業上の利用の増進を図るための必要な指導に関する手続き規程を次のとおり定める。
１　この農業委員会は、農地法第３０条第１項に基づく利用状況調査や農地パトロールにより農地の利用の状況等についての調査を行い、次のいずれかに該当する農地があるときは、その農地の所有者（その農地について所有権以外の権原に基づき使用及び収益をする者がある場合には、その者及び農地の所有者、以下「農地所有者等」という。）に対し、指導を行う。
　①　過去１年以上作物の栽培が行われておらず、かつ、引き続き耕作の目的に　　供されないと見込まれる農地
　②　その農業上の利用の程度がその周辺の地域における農地の利用の程度に比　　べて著しく劣っていると認められる農地
２　この農業委員会は、１の指導に当たっては、次の事項に留意する。
　①　その農地所有者等に対して、利用状況調査等の結果を伝え、その耕作の再　　開についての考え方等の意向を確認した上で、耕作の再開等を指導する。
　　　なお、指導を行ったときは、その都度、経過が分かるよう記録する。
　②　①の意向確認の結果、耕作する意思が明確でない又は耕作の再開が見込ま　　れない場合には、あらかじめ遊休農地である旨の通知を行う期日（以下単に　　「期日」という。）を定め、原則として書面により指導を行う。
　③　書面で指導を行う場合は、次の事項を記載した指導通知書（別記様式１）　　を農地所有者等に交付する。
　（ア）①の指導を開始した年月日
　（イ）農地法第３０条第３項の規定に基づく指導である旨
　（ウ）指導を行う農業委員の氏名
　（エ）農業上の利用を図るべき旨の指導
　（オ）期日
　④　口頭で指導を行う場合は、③の事項を農地所有者等に明らかにした上で指　　導を開始するとともに、期日が到来する１月前までに、期日到来が迫ってい　　る旨の農業委員会長名の書面を交付する。
３　この農業委員会は、２の期日までにその農地の農業上の利用の増進が図られない場合やその農地所有者等が明確に指導を拒む場合は、直ちに、農業委員会の総会又は農地部会の議決（以下、農業委員会の議決）を経て、その農地所有者等に対し、６週間以内に利用計画届出書（別記様式３）を農業委員会に提出しなければならない旨を付した遊休農地通知書（別記様式２）を通知する。
　　ただし、過失がなくて通知を受けるべき遊休農地の所有者を確知することができないときは、その旨を公告（別記様式４）する。
４　この農業委員会は、次のいずれかに該当する場合は、農業委員会の議決を経て、その農地所有者等に対し、相当の期限を定めて、勧告書（別記様式５）を作成し、その農地所有者等に勧告する。
　　また、この農業委員会は、必要がある認めるときは、当該勧告を受けた者に対し、当該勧告に基づいて講じた措置について報告を求めることができる。
　①　利用計画届出書の計画内容が適切でない場合
　②　利用計画届出書の届出がない場合
　③　利用計画届出書の計画に従って農業上の利用が行われていない場合
５　この農業委員会は、４の勧告を受けた農地所有者等が当該勧告に従わないときは、当該農地の所有権の移転又は賃借権の設定若しくは移転（以下「所有権の移転等」という）を希望する農地保有合理化法人、農地利用集積円滑化団体又は特定農業法人（農業経営基盤強化促進法第２３条第４項に規定する特定農業法人をいう。）のうちから所有権の移転等に関する協議を行う者を指定して、その者が所有権の移転等に関する協議を行う旨を当該勧告を受けた農地所有者等に通知する。この場合、所有権の移転等に関する協議を行う者の指定は、所有権の移転等の協議を行う者を指定する旨の通知書（別記様式６）により行い、その農地所有者等への通知は、所有権の移転等の協議を行う旨の通知書（別記様式７）により行う。
６　この農業委員会の職員は、農業委員の指示のもとに、２の指導通知書、３の遊休農地通知書及び利用計画届出書並びに公告、４の勧告書、５の所有権の移転等の協議を行う者を指定する旨の通知書及び所有権の移転等の協議を行う旨の通知書の案を作成するものとする。













（別記様式１）


指導通知書





平成　　年　　月　　日


　住所





　氏名　　　　　　　　　殿





農業委員会会長　印





　下記農地は、現に耕作の目的に供されておらず、かつ、引き続き耕作の目的に供されないと見込まれる（その農業上の利用の程度がその周辺の地域における農地の利用の程度に比し著しく劣っていると認められる）ことから、農地法第30条第３項の規定に基づく指導を行いますので、その旨を通知します。





記





１　農地の所在等





所　在・地　番�
地　目�
面　積(㎡）�
�



�



�



�
�



２　利用状況


　(1) 調査年月日





　(2) 調査者





　(3) 利用状況





３　指導開始年月日





４　指導を行う農業委員の氏名





５　指導内容





６　遊休農地である旨の通知を行う期日


　　　　年　　月　　日までに農業上の利用の増進が図られない場合等は、農地法第３２条の規定に基づく遊休農　地である旨の通知を行います。





（記載要領）


　１　通知の相手方が複数いる場合は、あて名は連名にした上でそれぞれに通知すること。


　２　法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者の氏名をそれぞれ記載する。


　３　指導内容は、以下の事項を参考にされたい。


　　(1) 農地法第２条の２の規定により、農地について所有権又は賃借権その他の使用及び収益を目的とする権利を有する者は、当該農地の農業上の適正かつ効率的な利用を確保する責務があります。


　　(2) このため、記の１の農地について、農業上の利用の増進を図るため、適正かつ効率的な耕作を再開する必要があります。


　　(3) 自ら耕作ができない場合には、農業委員会へ第三者への貸借のあっせんを申し出てください。


      （農業委員会の連絡先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


　　(4) ○○地域（農地の所在地域）においては、農地活用の一環として都市住民等の体験交流を計画しており、農地の提供等協力を御願いします。


　　(5) 記の６の通知を受けた場合、農地の所有者（所有権以外の権原に基づき使用及び収益をする者がある場合には、その者）に対して、利用計画の届出等、順次法的措置を行うことになりますので、御留意ください。


　　(6) 記の１の農地が、農地等に対する相続税の納税猶予制度の適用を受けている場合には、農地法第32条の規定に基づく遊休農地である旨の通知が発出されたときにその旨を税務署長に通知します。これにより当該猶予措置が打ち切られますので、御留意ください。





�
（記載要領）


　１　通知の相手方が複数いる場合は、あて名は連名にした上でそれぞれに通知すること。


　２　法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者の氏名をそれぞれ記載する。


　３　指導内容は、以下の事項を参考にされたい。


　　(1) 農地法第２条の２の規定により、農地について所有権又は賃借権その他の使用及び収益を目的とする権利を有する者は、当該農地の農業上の適正かつ効率的な利用を確保する責務があります。


　　(2) このため、記の１の農地について、農業上の利用の増進を図るため、適正かつ効率的な耕作を再開する必要があります。


　　(3) 自ら耕作ができない場合には、農業委員会へ第三者への貸借のあっせんを申し出てください。


      （農業委員会の連絡先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


　　(4) ○○地域（農地の所在地域）においては、農地活用の一環として都市住民等の体験交流を計画しており、農地の提供等協力を御願いします。


　　(5) 記の６の通知を受けた場合、農地の所有者（所有権以外の権原に基づき使用及び収益をする者がある場合には、その者）に対して、利用計画の届出等、順次法的措置を行うことになりますので、御留意ください。


　　(6) 記の１の農地が、農地等に対する相続税の納税猶予制度の適用を受けている場合には、農地法第32条の規定に基づく遊休農地である旨の通知が発出されたときにその旨を税務署長に通知します。これにより当該猶予措置が打ち切られますので、御留意ください。


指　導　通　知　書





平成○○年○○月○○日





○○　○○　殿





○○農業委員会　　　　


会長　　○○　○○


(公印省略)





貴殿の所有する（又は利用権を有する）下記の農地は、○○市（町村）農業経営基盤強化促進のための基本構想において、農業上の利用の増進を図るべき遊休農地等（要活用農地）に位置付けられています。


　このため、農業経営基盤強化促進法第27条第1項の規定に基づき、下記のとおり指導を行うこととしましたので、通知いたします。





記





１  指導対象要活用農地の所在、地番、面積等


所　在(地番)�
地　目�
面　積�
備　考�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�






２　指導委員の氏名


    　○○　○○


      ○○　○○





【指導対象要活用農地が遊休農地である場合】


３　市（町村）長への特定遊休農地の通知要請を行う期日


平成○○年○○月○○日


この期日までに１の指導対象農地について、農業上の利用が図られない場合は、この期日から速やかに市（町村）長に対し特定遊休農地である旨の通知の要請を行います。


なお、市（町村）長から特定遊休農地の通知を受けた場合、農業経営基盤強化促進法に基づき利用計画を届け出ることが必要になります。





（別記様式２）


遊休農地通知書


番　　　　　　　　　号


平成　　年　　月　　日


　住所


　


　氏名　　　　　　　　　殿





農業委員会会長　印





　下記農地は遊休農地であるので、農地法第32条の規定に基づき通知します。


　なお、農地の所有者（所有権以外の権原に基づき使用及び収益をする者がある場合には、その者）は、農地法第33条第１項の規定により、この通知があった日から起算して６週間以内に、遊休農地に係る農業上の利用の増進に関する計画を届け出なければなりません。





記





　農地の所在等





所在・地番


�



地目


�



面積（㎡）


�



農地に関する権利の種類�



農地法第30条第３項の該当号�
�









�









�









�









�









�
�
　　農地法第30条第３項第１号及び第２号


　　　第１号　現に耕作の目的に供されておらず、かつ、引き続き耕作の目的に供されないと見込まれる農地


　　　第２号　その農業上の利用の程度がその周辺の地域における農地の利用の程度に比し著しく劣つていると認められる農地





（留意事項）


　１　利用計画の届出は、別紙様式（別記様式３）で行ってください。


　２　利用計画を通知のあった日から起算して６週間以内に届け出ない場合又は虚偽の届出を行った場合は、30万円以下の過料に処されます。（農地法第68条第２号）


　３　疾病による療養等により、６週間以内に利用計画の届出ができない場合は、農業委員会に連絡してください。


　　　（農業委員会の連絡先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）





（記載要領）


　１　法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者の氏名をそれぞれ記載する。


　２　「農地法第30条第３項の該当号」欄には、対象農地が農地法第30条第３項各号のいずれに該当するかを記載する。


�
　　





（別記様式３）





利用計画届出書


平成　　年　　月　　日





　農業委員会会長　殿


住所　　　　　　　　　　


氏名　　　　　　　　　印





　農地法第33条第１項の規定に基づき、遊休農地の農業上の利用に関する計画について、下記のとおり届け出ます。


記





農地に関する事項





�



所在・地番�



地目�



面積（㎡）�
�
�



�



�



�
�



所有権に関する事項





�



所有者の氏名�
�
�



�
�



所有権以外の権利に関する事項


�



権利の種類�



内容�



権利を有する者の氏名�
�
�



�



�



�
�



遊休農地の農業上の利用に関する計画





�



内容�



予定時期�
�
�






�






�
�



利用権の設定等についてあっせんの希望�



有・無（希望するあっせんの内容）


�
�



その他参考となるべき


事項


�









�
�
（記載要領）


　１　届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署する場合においては、押印を省略することができます。


　２　届出者が法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者の氏名をそれぞれ記載してください。


　３　「所有権に関する事項」については、所有者が法人である場合においては、法人の名称及び代表者の氏名を記載してください。


　４　「所有権以外の権利に関する事項」については、届出者に所有権以外の権原が設定されている場合に記載してください。「内容」欄には、権利（賃借権等）の存続期間、借賃等を記載してください。法人である場合は、「権利を有する者の氏名」欄には、法人の名称及び代表者の氏名を記載してください。


　５　「遊休農地の農業上の利用に関する計画」の「内容」欄には、現に有する農業上の利用に関する計画を可能な限り詳細に記載してください。


　６　「その他参考となるべき事項」欄には、遊休農地の利用に関して、労働力（見込み含む）、農業機械の保有状況等参考となる事項を記載してください。












































�
　　





（別記様式４）





公　　　告





下記農地は遊休農地であるので、農地法第32条ただし書の規定に基づき公告する。





　平成　　年　　月　　日





農業委員会会長　印





記





１　農地の所在等





所在・地番








�



地目








�



面積（㎡）








�



農地に関する権利の種類





�



農地法第30


条第３項の


該当号�



遊休農地の所有者等の情報


�
�









�









�









�









�









�









�
�
　　農地法第30条第３項第１号及び第２号


  　  第１号　現に耕作の目的に供されておらず、かつ、引き続き耕作の目的に供されないと見込まれる農地


   　 第２号  その農業上の利用の程度がその周辺の地域における農地の利用の程度に比し著しく劣つていると認められる農地





２　この公告は、農地法第32条に基づく通知を受けるべき遊休農地の所有者又は当該農地について所有権以外の権原に基づき使用及び収益をする者を確知できないことから行うものである。





３　農地法第30条第３項第１号に該当する農地について、遊休農地を利用する権利の設定を希望する農地保有合理化法人、農地利用集積円滑化団体又は特定農業法人は、この公告があった日から起算して６か月以内に、都道府県知事に対し、当該遊休農地を利用する権利の設定に関し裁定を申請することができる。








（記載要領）


　１　記の１の「農地法第30条第３項の該当号」欄には、当該農地が農地法第30条第３項各号のいずれに該当するかを記載する。


　２　記の１の遊休農地の所有者等の情報欄には、調査等で知り得た情報をできる限り記載する。


　３　記の３は、当該農地が農地法第30条第３項第１号に該当し、かつ、当該農地の所有者（所有権以外の権原に基づき使用及び収益をする者がある場合には、その者）に対し第32条の規定に基づく通知がされなかった場合のみ記載する。





�
　　





（別記様式５）





勧告書


平成　　年　　月　　日


　住所





　氏名　　　　　　　　　殿





農業委員会会長　印





　遊休農地の農業上の利用の増進を図るために必要な措置を講ずべきことを、農地法第34条第１項の規定に基づき、下記のとおり勧告します。





記





１　遊休農地の所在等





所在・地番


�



地目


�



面積（㎡）


�



農地に関する権利の種類�
�









�









�









�









�
�



２　勧告の理由


　　○○のため、農地法第34条第１項第○号に該当します。





３　講ずべき措置





４　措置を講ずべき期限


　　　　年　　月　　日





５　講じた措置の報告





（留意事項）


　　措置を講ずべき期限までに必要な措置を講じない場合、法第35条第１項の規定により、遊休農地の所有権の移転等に関する協議を行う旨の通知を行うことがあることを申し添えます。





（記載要領）


　１　記の５の「講じた措置の報告」は、講じた措置について報告を求める必要があると認めるときに記載する。


　２　法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者の氏名をそれぞれ記載する。


　３　「留意事項」は、遊休農地が法第30条第３項第１号に該当する場合に記載する。
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（別記様式６）





所有権の移転等の協議を行う者を指定する旨の通知書





平成　　年　　月　　日


　主たる事務所の所在地





　名称及び代表者氏名　　　　　　殿





農業委員会会長　印





　下記遊休農地について所有権の移転等の協議を行う者として、農地法第35条第１項の規定に基づき指定したことを通知します。





記





１　遊休農地の所在等





所在・地番�



地目�



面積（㎡）�



所有者等の住所・氏名�
�









�



                 


�









�









�
�



２　その他参考となるべき事項








（記載要領）


　１　記の２の「その他参考となるべき事項」には、勧告書の内容、土地の状況を記載する（必要に応じて図面、写真等を添付）。


　２　法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者の氏名をそれぞれ記載する。
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�
　　





（別記様式７）





所有権の移転等の協議を行う旨の通知書





平成　　年　　月　　日


　住所





　氏名　　　　　　　　　殿





農業委員会会長　印





　下記遊休農地について、この通知があった日から６週間を経過する日までの間、（農地保有合理化法人等の名称を記載）が農地法第35条第２項の規定に基づく所有権の移転等の協議を行うことを、同条第１項の規定に基づき通知します。





記





１　遊休農地の所在等





所在・地番�



地目�



面積（㎡）�



所有者等の住所・氏名�
�









�









�









�









�
�



２　協議の相手方（連絡先）


　　（農地保有合理化法人等の名称、代表者の氏名及び連絡先を記載）





（留意事項）


　　この所有権の移転等の協議については、法第35条第２項の規定により、疾病又は負傷による療養や災害等協議に応じることのできないやむを得ない事情がなければ拒んではならないこととされています。


　　ただし、この協議が調わなかった場合又は協議を行うことができなかった場合に、（農地保有合理化法人等の名称を記載）は、法第36条第１項の規定に基づき都道府県知事に対し、この協議に係る所有権の移転等について調停の申請をすることができます。








（記載要領）


　　法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者の氏名をそれぞれ記載する。





�
　　








- 1 -

